
 

子発０３３０第１１号  

令和５年３月３０日  

 

各 都 道 府 県 知 事  

各指定都市・中核市市長 

 

厚生労働省子ども家庭局長  

（ 公 印 省 略 ）   

 

 

児童福祉法施行規則の一部を改正する省令について（通知） 

 

この度、児童福祉法施行規則の一部を改正する省令（令和５年厚生労働省令第 40号。

以下「改正省令」という。）が公布され、令和５年４月１日より施行されます。本改正の

趣旨及び内容は下記のとおりですので、内容を十分御了知の上、貴管内の施設に対して

遅滞なく周知をお願いするとともに、各都道府県知事におかれましては、管内市区町村

に対して周知し、その運用に遺漏のないよう配意願います。 

なお、本通知は、地方自治法（昭和 22年法律第 67号）第 245条の４第１項の規定に

基づく技術的助言であることを申し添えます。 

 

 

記 

 

第一 改正の趣旨 

「児童福祉法等の一部を改正する法律」（令和４年法律第 66号。以下「改正法」と

いう。）により、児童生徒性暴力等（教育職員等による児童生徒性暴力等の防止等に関

する法律（令和３年法律第 57号）第２条第３項に規定する児童生徒性暴力等をいう。

以下同じ。）を行った保育士の再登録手続の厳格化の措置が講じられ、一部の規定を除

き、令和５年４月１日から施行することとしている。これを受け、児童福祉法施行規

則（昭和 23年厚生省令第 11号。以下「則」という。）について所要の改正を行うもの

である。 

 

殿 



第二 改正の内容 

１ 本則 

(１) 保育士登録簿の登録事項について 

改正法により、児童福祉法（昭和 22 年法律第 164 号。以下「法」という。）第

18 条の 20 の２が新設され、都道府県は、児童生徒性暴力等を行ったことにより

保育士の登録を取り消された者や、これら以外の者のうち保育士登録を受けた日

以後に児童生徒性暴力等を行っていたことが判明した者（以下「特定登録取消者」

という。）について、改善更生の状況など、その後の事情により再び登録するのが

適当であると認められる場合に限り、再び保育士の登録を行うことができるよう

にするとされた。このことを踏まえ、則第６条の 30において規定する保育士登録

簿に登録する事項に「特定登録取消者に該当するときはその旨」を追加する。 

(２) 情報の提供の求めについて 

則第６条の 34 の２において、都道府県知事は、保育士が保育士の欠格事由を 

定めた法第 18条の５各号のいずれかに該当するおそれがあると認めるときは、関

係地方公共団体の長その他の者に書類の提示その他の必要な情報の提供を求める

方法によって、当該保育士が同条各号のいずれかに該当するか否かを確認するも

のとされている。今般、則第６条の 34 の２を改正し、都道府県知事は、法第 18

条の５各号若しくは第 18 条の 19 第１項第２号若しくは同項第３号のいずれかに

該当するおそれ、又は法第 18 条の 21 若しくは第 18 条の 22 の規定に違反してい

るおそれがあると認めるときにおいて、都道府県知事は、関係地方公共団体の長

その他の者に書類の提示その他の必要な情報の提供を求める方法によって、当該

保育士が当該各号の該当の有無又は当該各条の規定の違反の有無を確認するもの

とする。 

(３) 保育士登録申請書及び保育士証について 

第５号様式（保育士登録申請書）について、特定登録取消者に該当する者であ

ることを確認するための記載を設ける。 

第６号様式（保育士登録証）について、特定登録取消者に該当するときは、そ

の旨を記載することとする。 

 

２ 附則 

(１) 施行期日 

令和５年４月１日とする。 



(２) 経過措置 

１（１）の規定については経過措置を設け、改正省令の施行の日（以下「施行

日」という。）以後の行為により特定登録取消者に該当する者について適用し、施

行日前の行為により、特定登録取消者に該当する者については適用しないことと

する。 

１（３）の規定については経過措置を設け、改正省令による改正後の第５号様

式は、施行日以後に提出される登録の申請書について適用するものとし、施行日

前に提出された登録の申請書については、なお従前の例によることとする。ただ

し、施行日前の行為により、保育士の欠格事由を定めた法第 18条の５各号（第１

号を除く。）又は特定登録取消者に該当する者の登録の申請書については、なお従

前の例によることとする。 

また、この省令の施行の際現にあるこの省令による改正前の様式（以下「旧様

式」という。）により使用されている書類については、この省令による改正後の様

式によるものとみなし、この省令の施行の際現にある旧様式による用紙について

は、当分の間、これを取り繕って使用することができることとする。 

 

第三 関連通知の改正 

改正省令の施行に伴い、「保育士登録の円滑な実施について」（平成 15年 12月１日

付け雇児発第 1201001 号厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知）の一部を別紙２、

３のとおり改正し、令和５年４月１日から適用する。 

以上 

【添付資料】 

・（別紙１）児童福祉法施行規則の一部を改正する省令（令和５年厚生労働省令第 40

号）【官報】 

・（別紙２）「保育士登録の円滑な実施について」（平成 15年 12月１日付け雇児発第

1201001号厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知）の一部改正【新旧対照表】 

・（別紙３）「保育士登録の円滑な実施について」（平成 15年 12月１日付け雇児発第

1201001号厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知）の一部改正【改正後全文】 

【問い合わせ先】 
令和５年３月 31日まで 
厚生労働省子ども家庭局保育課 
ＴＥＬ：03-5253-1111（内線 4852， 4853） 
E-mail：hoikuka@mhlw.go.jp 
 

令和５年４月１日以降 
＜児童福祉法施行規則の改正に関すること＞ 
こども家庭庁成育局保育政策課企画法令第一係 
＜通知改正に関すること＞ 
こども家庭庁成育局成育基盤企画課保育士対策係 

mailto:hoikuka@mhlw.go.jp
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。





○ 「保育士登録の円滑な実施について」（平成15年12月１日付け雇児発第1201001号厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知） 新旧対照表（下線部：変更箇所） 

新 旧 

雇 児 発 第 1 2 0 1 0 0 1 号 

平 成 1 5 年 1 2 月 １ 日 

一部改正 子 発 ０ ８ ０ ６ 第 ４ 号 

令 和 ２ 年 ８ 月 ６ 日 

一部改正 子 発 ０ ３ ３ ０ 第 1 1 号 

令 和 ５ 年 ３ 月 3 0 日 

 

 

各                 殿 

 

                  厚生労働雇用均等・児童家庭局長  

                       （公 印 省 略） 

     

保育士登録の円滑な実施について 

 

保育行政の推進については、かねてより特段のご尽力を煩わしていると

ころであるが、今般、「児童福祉法の一部を改正する法律（平成１３年法律

第１３５号）」等によって規定された保育士登録制度が施行されたことに伴

い、保育士登録に関する取扱いを下記のように定めたので適正かつ円滑な

実施を図られたく通知する。                         

保育士登録にあたっては、本通知によるほか「児童福祉法の一部を改正す

る法律等の公布について」（平成１３年１１月３０日雇児発第７６１号雇用

均等・児童家庭局長通知）及び「児童福祉法の一部を改正する法律の施行に

伴う児童福祉法施行令の一部を改正する政令等の施行について」（平成１４

雇 児 発 第 1 2 0 1 0 0 1 号 

平 成 1 5 年 1 2 月 １ 日 

一部改正 子 発 ０ ８ ０ ６ 第 ４ 号 

令 和 ２ 年 ８ 月 ６ 日 

 

 

 

 

各                 殿 

 

                  厚生労働雇用均等・児童家庭局長  

                       （公 印 省 略） 

     

保育士登録の円滑な実施について 

 

保育行政の推進については、かねてより特段のご尽力を煩わしていると

ころであるが、今般、「児童福祉法の一部を改正する法律（平成１３年法律

第１３５号）」等によって規定された保育士登録制度が施行されたことに伴

い、保育士登録に関する取扱いを下記のように定めたので適正かつ円滑な

実施を図られたく通知する。                         

保育士登録にあたっては、本通知によるほか「児童福祉法の一部を改正す

る法律等の公布について」（平成１３年１１月３０日雇児発第７６１号雇用

均等・児童家庭局長通知）及び「児童福祉法の一部を改正する法律の施行に

伴う児童福祉法施行令の一部を改正する政令等の施行について」（平成１４

都道府県知事 

指定都市市長 

中核市市長 

（別紙２） 

都道府県知事 

指定都市市長 

中核市市長 



年７月１２日雇児発第 0712004 号 雇用均等・児童家庭局長通知）による

取扱いをお願いする。                                   

なお、本通知は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４５条の４

第１項の規定に基づく技術的助言である。                                                   

また、「保育士の登録について」（平成１５年４月４日雇児発第 0404005 号

本職通知）は廃止する。 

 

記 

 

１～３ （略） 

 

４ 保育士証（規則第６号様式）の記載要領 

（１）～（３） （略） 

（４）法第１８条の２０の２第１項の規定による登録 

   特定登録取消者（法第１８条の２０の２第１項に規定する特定登録

取消者をいう。）であって、同項の規定による保育士の登録を受けた者

に該当するときは「（児童福祉法第１８条の２０の２第１項の規定によ

る登録）」を「指定保育士養成校卒業もしくは保育士試験全科目合格」

の下部に記載すること。 

 

５ 保育士登録簿（法第１８条の１８、規則第６条の３０、規則第６条の３

６）       

（１）保育士登録簿に記載する事項は、次のとおりであること。                     

 ア 氏名                                                                   

  イ 生年月日                                                               

  ウ 登録番号                                                               

年７月１２日雇児発第 0712004 号 雇用均等・児童家庭局長通知）による

取扱いをお願いする。                                   

なお、本通知は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４５条の４

第１項の規定に基づく技術的助言である。                                                   

また、「保育士の登録について」（平成１５年４月４日雇児発第 0404005 号

本職通知）は廃止する。 

 

記 

 

１～３ （略） 

 

４ 保育士証（規則第６号様式）の記載要領 

（１）～（３） （略） 

 

 

 

 

 

 

 

５ 保育士登録簿（法第１８条の１８、規則第６条の３０、規則第６条の３

６）       

（１）保育士登録簿に記載する事項は、次のとおりであること。                     

 ア 氏名                                                                   

  イ 生年月日                                                               

  ウ 登録番号                                                               



  エ 登録年月日                                                             

  オ 本籍地都道府県名（日本国籍を有しない者については、その国籍）           

  カ 指定保育士養成施設卒業・保育士試験合格の別                             

  キ 卒業若しくは試験合格の年月 

 ク 特定登録取消者に該当するときはその旨 

  ケ 訂正等に係る事項                                                       

（２）（１）のクについて、児童生徒性暴力等以外の理由により取消しを受

け、その後、児童生徒性暴力等を行っていたことが判明した者につい

ては、判明した時点で記載すること。                                                                             

（３）（１）のケの訂正等に係る事項は、次のとおりであること。                    

 ア 法第１８条の１９第１項又は第２項の規定により保育士の登録を取

り消した場合における登録の消除に係る理由及び年月日                                

 イ  法第１８条の１９第２項の規定により保育士の名称の使用の停止を

命じた場合における保育士の名称の使用の停止に係る停止期間、理由

及び年月日 

ウ 令第１７条第１項の申請があった場合における登録事項の書換えに

係る変更前の登録事項、理由及び年月日                                               

 エ 令１８条第１項の申請があった場合における保育士証の再交付年月

日         

 オ 規則第６条の３４の届出があった場合における登録の消除に係る理

由及び年月日 

                                                            

６～７ （略） 

 

（別紙１） （略） 

 

  エ 登録年月日                                                             

  オ 本籍地都道府県名（日本国籍を有しない者については、その国籍）           

  カ 指定保育士養成施設卒業・保育士試験合格の別                             

  キ 卒業若しくは試験合格の年月    

                                         

  ク 訂正等に係る事項                                                       

   

 

                                                                             

（２）（１）のクの訂正等に係る事項は、次のとおりであること。                    

 ア 法第１８条の１９第１項又は第２項の規定により保育士の登録を取

り消した場合における登録の消除に係る理由及び年月日                                 

 イ  法第１８条の１９第２項の規定により保育士の名称の使用の停止を

命じた場合における保育士の名称の使用の停止に係る停止期間、理由

及び年月日 

 ウ 令第１７条第１項の申請があった場合における登録事項の書換えに

係る変更前の登録事項、理由及び年月日                                               

 エ 令１８条第１項の申請があった場合における保育士証の再交付年月

日         

 オ 規則第６条の３４の届出があった場合における登録の消除に係る理

由及び年月日 

 

６～７ （略） 

 

（別紙１） （略） 

 



（別紙２）  

 

（別紙２） 
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雇児発第1201001号

平成15年12月1日

一部改正 子発０８０６第４号

令和２年８月６日

一部改正 子発０３３０第11号

令和５年３月30日

都道府県知事

各 指定都市市長 殿

中核市市長

厚生労働省雇用均等・児童家庭局長

保育士登録の円滑な実施について

保育行政の推進については、かねてより特段のご尽力を煩わしているところであるが、

今般、「児童福祉法の一部を改正する法律（平成１３年法律第１３５号）」等によって規

定された保育士登録制度が施行されたことに伴い、保育士登録に関する取扱いを下記の

ように定めたので適正かつ円滑な実施を図られたく通知する。

保育士登録にあたっては、本通知によるほか「児童福祉法の一部を改正する法律等の

公布について」（平成１３年１１月３０日雇児発第７６１号雇用均等・児童家庭局長通

知）及び「児童福祉法の一部を改正する法律の施行に伴う児童福祉法施行令の一部を改

正する政令等の施行について」（平成１４年７月１２日雇児発第0712004号 雇用均等・

児童家庭局長通知）による取扱いをお願いする。

なお、本通知は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４５条の４第１項の規

定に基づく技術的助言である。

また、「保育士の登録について」（平成１５年４月４日雇児発第0404005号本職通知）

は廃止する。

記

１ 趣旨

この通知は、児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号。以下「法」という。）第１８

条の６各号のいずれかに該当する者が、法第１８条の１８第１項の規定に基づき都道府

県に登録することにより、保育士の名称を用いて、専門的知識及び技術をもって、児童

の保育及び児童の保護者に対する保育に関する指導を行うことを業とすることができる

とされたことから、都道府県が保育士の登録事務を円滑に実施するための取扱いを定め

るものである。

２ 保育士登録申請

保育士の登録を受けようとする者は、児童福祉法施行令（昭和２３年政令第７４

HSXTH
テキスト ボックス
（別紙３）
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号。以下「令」という。）第１６条の規定に基づき、申請書（児童福祉法施行規則

（昭和２３年厚生省令第１１号。以下「規則」という。）第５号様式）に、法第１８

条の６各号のいずれかに該当することを証する書類（令第１６条）を添付して申請

を行うこと。

（１）添付する書類

ア 平成１５年１１月２８日以前に指定保育士養成施設を卒業した者

保育士資格証明書（「保育士養成課程修了証明書等について」＜平成15年12月8日

雇児発第1208001号通知＞により改正される前の「保育士資格証交付について」＜平

成１２年３月３１日児発第３６４号児童家庭局長通知別紙様式(１)＞）

イ 平成１５年１１月２９日以後に指定保育士養成施設を卒業した者

指定保育士養成施設卒業証明書（規則第１号様式）又は、

保育士養成課程修了証明書（「保育士養成課程修了証明書等について」＜平成15年

12月8日雇児発第1208001号通知別紙様式(１)＞）

なお、新卒者が保育士として円滑に就職できるよう、指定保育士養成施設の最終学

年に在学する者であって当該年度中に卒業することが見込まれる者であると当該施設

の長が認めた者については、当該施設の長が発行する卒業見込み証明書をもって申請

が行えるものとする。

ウ 平成１５年１１月２８日以前に実施した保育士試験に合格した者

保育士資格証明書（「児童福祉法施行規則及び児童福祉施設最低基準の一部を改正

する省令」＜平成１４年厚生労働省令第９６号。以下「改正省令」という。＞により

改正される前の規則第４３条の２第８号様式）

エ 平成１５年１１月２９日以後に実施した保育士試験に合格した者

保育士試験合格通知

オ 昭和２４年６月１５日から昭和２５年１２月３１日までの間において当時の児

童福祉法施行令に基づき厚生大臣が認定した者（いわゆる認定保母（改正省令附

則第４条））

保母資格認定講習会終了後に交付された保母資格証明書

（２）申請書の氏名と（１）のアからオに掲げる証明書の氏名が、婚姻等によって異な

る場合には、戸籍抄本又は戸籍の一部事項証明書等が必要であること。

３ 保育士登録申請書の記載要領

（１）本籍地コード

別紙１「都道府県コード表」をもとに記入すること。日本国籍を有しない者は、

その他（４８）を記入すること。

（２）合格通知番号

平成１５年１１月２８日以前に実施した保育士試験に合格した者については、保
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育士資格証明書の発行番号を記載すること。

（３）都道府県知事

都道府県知事欄には登録申請先の都道府県名を記入すること。なお、登録申請先

の都道府県は、次のとおりであること。

ア 指定保育士養成施設を卒業した者

申請時点の住所地（住民票の所在地）の都道府県。なお、卒業見込み証明書を

もって申請する場合も同様とする。

イ 保育士試験に合格した者

（ア）平成１５年１１月２８日以前に実施した保育士試験に合格した者

保育士資格証明書を交付した都道府県

（イ）平成１５年１１月２９日以後に実施した保育士試験に合格した者

保育士試験の合格通知書（規則第６条の１３）を交付した都道府県

４ 保育士証（規則第６号様式）の記載要領

（１）登録番号

登録番号は、「都道府県名－番号」とし、番号は、都道府県ごとに６桁の一連番

号を付すものとする。

例えば、北海道の１番の場合は、「北海道－000001」と記載する。

（２）年月

法第１８条の６各号の要件に該当するに至った年月（規則第６条の３０第３号）

を記載すること。

（３）指定保育士養成施設卒業もしくは保育士試験全科目合格

いわゆる認定保母については、「保母資格認定講習会修了」と記載すること。

（４）法第１８条の２０の２第１項の規定による登録

特定登録取消者（法第１８条の２０の２第１項に規定する特定登録取消者をいう。）

であって、同項の規定による保育士の登録を受けた者に該当するときは「（児童福祉

法第１８条の２０の２第１項の規定による登録）」を「指定保育士養成校卒業もしく

は保育士試験全科目合格」の下部に記載すること。

５ 保育士登録簿（法第１８条の１８、規則第６条の３０、規則第６条の３６）

（１）保育士登録簿に記載する事項は、次のとおりであること。

ア 氏名

イ 生年月日

ウ 登録番号

エ 登録年月日

オ 本籍地都道府県名（日本国籍を有しない者については、その国籍）
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カ 指定保育士養成施設卒業・保育士試験合格の別

キ 卒業若しくは試験合格の年月

ク 特定登録取消者に該当するときはその旨

ケ 訂正等に係る事項

（２）（１）のクについて、児童生徒性暴力等以外の理由により取消しを受け、その後、

児童生徒性暴力等を行っていたことが判明した者については、判明した時点で記載

すること。

（３）（１）のケの訂正等に係る事項は、次のとおりであること。

ア 法第１８条の１９第１項又は第２項の規定により保育士の登録を取り消した場

合における登録の消除に係る理由及び年月日

イ 法第１８条の１９第２項の規定により保育士の名称の使用の停止を命じた場合

における保育士の名称の使用の停止に係る停止期間、理由及び年月日

ウ 令第１７条第１項の申請があった場合における登録事項の書換えに係る変更前

の登録事項、理由及び年月日

エ 令１８条第１項の申請があった場合における保育士証の再交付年月日

オ 規則第６条の３４の届出があった場合における登録の消除に係る理由及び年月

日

６ 保育士資格喪失届

規則第６条の３４の届け出に係る様式は、別紙２のとおりである。

７ 手数料

保育士登録に係る手数料については、適正な額に設定すること。

なお、保育士証の書換え交付及び再交付（令第１７条及び令第１８条）を併せて申

請する者が納付すべき手数料の額は、保育士証の書換えに係る額とする。



1 北海道

2 青森県

3 岩手県

4 宮城県

5 秋田県

6 山形県

7 福島県

8 茨城県

9 栃木県

10 群馬県

11 埼玉県

12 千葉県

13 東京都

14 神奈川県

15 新潟県

16 富山県

17 石川県

18 福井県

19 山梨県

20 長野県

21 岐阜県

22 静岡県

23 愛知県

24 三重県

25 滋賀県

26 京都府

27 大阪府

28 兵庫県

29 奈良県

30 和歌山県

31 鳥取県

32 島根県

33 岡山県

34 広島県

35 山口県

36 徳島県

37 香川県

38 愛媛県

39 高知県

40 福岡県

41 佐賀県

42 長崎県

43 熊本県

44 大分県

45 宮崎県

46 鹿児島県

47 沖縄県

48 その他

都道府県コード表



保 育 士 資 格 喪 失 届

令和 年 月 日

○○都道府県知事 様

届 出 人 住 所
電 話 番 号

(フリガナ)

届 出 人 氏 名
本人との関係

児童福祉法第１８条の４の保育士について、児童福祉法施行規則第６条の３４
第１号、第２号又は第３号の事由が生じたため、添付書類を添えて次のとおり届
け出ます。

□ 平 成
年 月 日登録年月日

□ 令 和

登 録 番 号

氏 名
（フリガナ）

□ 平 成
資格喪失年月日 年 月 日

□ 令 和

（死亡し、又は失踪の宣言を受けた場合）事 由 □第１号
（精神の機能の障害により保育士の業務を適正に行うに□第２号
当たって必要な認知、判断及び意思疎通を適切に行う

ことができない者に至った場合）
（以下のいずれかに該当するに至った場合）□第３号

□ 禁錮以上の刑に処せられた者
□ 児童福祉法の規定その他児童の福祉に関する法律の規定であ
って政令で定めるものにより、罰金の刑に処せられ、その執行
を終わり、又は執行を受けることがなくなった日から起算して
３年を経過しない者
□ 国家戦略特別区域限定保育士が虚偽又は不正の事実に基づい
て登録を受けた場合や信用失墜又は秘密漏洩により登録を取り
消され、その取消しの日から起算して３年を経過しない者

備考１ 登録年月日、登録番号及び氏名は、保育士証に基づき記載すること。
２ 事由は、該当する事項の□にレと記入すること。

、 。３ 第１号の事由に係る届出人は 戸籍法による死亡又は失踪の届出義務者であること
第２号の事由に係る届出人は、当該保育士又は同居の親族若しくは法定代理人であ
ること。第３号の事由に係る届出人は、当該保育士又は法定代理人であること。

４ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。
５ 保育士証及び資格の喪失事由を証明できる書類を添付すること。


